
 

 

◆法改正後も引き続き支給

される助成金 

「特定求職者雇用開発助成

金」は、新たにハローワーク

等の紹介により 60歳以上 65

歳未満の者を継続して雇用

する労働者として雇い入れ

た場合等に支給されるもの

ですが、この助成金について

は、引き続き存在していま

す。 

◆新設される予定の助成金 

なお、「高年齢者労働移動受

入企業助成金｣（定年を控え

た高年齢者で、その知識や経

験を活かすことができる他

の企業への雇用を希望する

者を、職業紹介事業者の紹介

により失業を経ることなく

雇い入れた場合に支給）につ

いては、新しい助成金に移行

する予定であり、今後、厚生

労働省などから周知される

とのことです。 

 

「健康保険被扶養者資

格」の再確認について 

◆健康保険の「被扶養者」と

は？ 

協会けんぽホームページ

によれば、被扶養者の範囲は

次の通りとされています。 

１．被保険者の直系尊属、配

偶者（事実上婚姻関係と同

様の人を含む）、子、孫、

弟妹で、主として被保険者

に生計を維持されている

人  

２．被保険者と同一の世帯で

主として被保険者の収入に

より生計を維持されている

次の（１）～（３）の人  

（１）被保険者の三親等以内

の親族（１．に該当する人を

除く） 

（２）被保険者の配偶者で、

戸籍上婚姻の届出はして

いないが事実上婚姻関係

と同様の人の父母および

子 

（３）（２）の配偶者が亡く

なった後における父母お

よび子 

◆被扶養者認定の留意点 

ところが、上記の要件を満

たさない者を被扶養者とし

て申告してしまっているこ

とにより、結果として本来保

険給付を受けるべきでない

人が保険給付を受けてしま

い、被保険者の保険料負担増

の一因となってしまってい

ることがあります。 

具体的には、生計維持関係

のない両親等を被扶養者に

含めていたり、共働き夫婦の

夫と妻の両方が子どもを被

扶養者として申告していた

りする等です。 

中には、社会保険の被扶養

者要件と税法上の被扶養者

要件とが違っている点がわ

からずに誤った申告をして

しまっているケースもあり 

ますので、注意が必要です。 

◆被扶養者資格の再確認の実

施について 

協会けんぽでは、５月末か

ら７月末までの間、被扶養者

資格の再確認を実施してお

り、今年度も５月末から順次、

被扶養者のリストが事業主宛

てに送られてきます。 

再確認の対象となるのは、

被扶養者のうち、「2013 年４

月１日において 18 歳未満の

被扶養者」と「2013 年４月１

日以降に被扶養者認定を受け

た被扶養者」を除く人です。 

リストが送られてきたら

（１）該当被扶養者が現在も

健康保険の被扶養者の条件を

満たしているか確認のうえ、

被扶養者状況リスト（２枚目

は事業主控）に必要事項を記

入し、事業主印を押し、（２）

確認の結果、削除となる被扶

養者については、同封の被扶

養者調書兼異動届を記入し、

該当被扶養者の被保険者証を

添付し、（３）（１）および（２）

を同封の返信用封筒にて提出

します。 

すると、協会けんぽで確認の

うえ年金事務所へ回送され、

年金事務所で扶養者調書兼異

動届の内容審査および削除処

理が行われ、被扶養者（異動）

届の「控」が事業主宛てに送

られてくることとなります。 

 

 

 

年の就職企業 

人気ランキングは？ 
 

ことを内容とする文書を必

要に応じて発出するととも

に、企業を訪問する等によ

り、早急に定年引上げの取組

みを図るよう強力な指導を

すること。なお、改善が図ら

れるまでは、状況を確実に把

握し、継続して指導を実施す

ること」としています。 

◆「高年齢者雇用確保措置の

実施」に係る指導 

次に、「すべての企業にお

いて高年齢者雇用確保措置

が講じられるよう、周知の徹

底や企業の実情に応じた指

導等の積極的な取組とあわ

せて、企業が賃金・人事処遇

制度の見直し等を行う場合

において高年齢者雇用アド

バイザーが専門的・技術的支

援を有効に行えるよう、公共

職業安定所は、適切な役割分

担の下、独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支援機構と

密接な連携を図ることとし

ており、こうした方針に基づ

き、高年齢者雇用確保措置に

係る指導等を行うこととす

る」としています。 

◆「法違反をしている企業」

に対する指導 

また、「法の規定に違反して

いる企業については、個別指

導を行うことを原則とする。

高年齢者雇用確保措置が未

実施となっている 31 人以

上規模企業に対しては、これ

までの指導等の状況も踏ま

えつつ、個別指導を実施す

る」とし、「 30 人以下規模

の小規模企業に対する指導

は、 原則として、公共職業

安定所が行う各種説明会等

の場を活用した集団指導や、

事業主団体の実施する会合

等企業が広く集まる場を捉

えることによる周知等を実

施するとともに、参加した企

業からの疑義や要請に対し

て、必要な指導・援助を行う」

などとしています。 

 

高年齢者雇用に関連した

助成金の変更内容 

◆法改正にあわせた変更 

改正高年齢者雇用安定法

の施行にあわせて、高年齢者

雇用に関連した助成金の制

度も変わっています。まだ不

確定な部分もありますので、

今後の動向に注目です。 

◆法改正を機に廃止された

助成金 

従来の「中小企業定年引上

げ等奨励金」「高年齢者職域

拡大等助成金」は平成 25 年

３月 31 日をもって終了とな

りました。 

「改正高年齢者雇用安定

法」施行に伴う企業への

指導内容 

◆役所はどのような指導を

行うのか？ 
改正高年齢者雇用安定法

の施行（４月１日）に伴い、

厚生労働省は、同日付けで

「高年齢者雇用対策の推進

について」という通達を出し

ました。この通達は、厚生労

働省が各都道府県労働局長

宛に出したものであり、労働

局は、今後この通達に基づい

て改正法を運用していくも

のと思われます。 

通達の内容は、「Ⅰ 高年齢

者雇用確保措置の推進等に

係る指導について」、「Ⅱ 高

年齢者等の再就職の促進援

助等について」の２つが柱と

なっていますが、ここでは

「Ⅰ」の内容について見てい

きます。 

◆「60 歳未満の定年の定め

をしている企業」に対する指

導 

通達では、「指導の対象と

なる企業の事業主に対して

は、（中略）60 歳を下回る定

年は民事上無効であり、事業

主は当該定年を根拠に労働

者を退職させることはでき

ないと解されるものである
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